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I概観

一一統合の3段階一一

農業における統合過程は，農業生産の社会化と集中化

の過程に対応しての，水平的統合と垂直的統合との過程

である。フツレガリアでは1944年9月の人民革命あるいは

いわゆる社会主義革命以前においては，資本主義的発展

段階の低さのゆえに，農業と工業との分離は不十分であ

った。そのため人民政権の第一の課題の一つは，いわゆる

社会主義的工業化であり，農業からの工業の分離の意識

的推進であった。この固においては，農業生産の社会化，

すなわち農業生産の商品的性格の強化と農業生産体制の

社会化＝集団化とは，通常の意味マ農業から分離した工

業が逆に農業に反作用する結果としての自然的過程とし

て発現したというよりも，むしろ意識的に創出された工

業（社会主義的工業化）を支えるための，都市＝工業への

原料・食糧・資本・労働力供給者としての農業体制づく

りの性格を，したがって経済的過程としてよりもむしろ

政治的・社会的過程としての性格を，当初は強くもって

いたと言えよう。通常，農業における垂直的統合と水平

的統合は，工業と関連諸部門の発展に対応しながら，前

者の統合は農・工・その他連関の発展あるU、は広義の農

工複合体（注！）の生成・発展過程として，また後者の統合

は規模の利点（技術的，経済的〉を実現するための生産

規模または経営規模の拡大の過程として， u、ずれも経済

的な過程として，とらえることができる。両者の関係は，

前者が後者を可能にしまたは必要ならしめると同時に，
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後者も前者に反作用をおよぽす，という関係である。経

済的過程が自然発生的展開を見せる経済社会において

は，前者＝震直統合は広義の農工複合体の形成という形，

すなわちより多く間接的形態をとり，後者＝水平的統合

は私的経営または協同組合経営を基礎としての生産・経

営規模の拡大，農場制農業への発展という形をとるが，

かならずしも生産手段の所有関係の決定的な変更をとも

なうとはかぎらない。

ところがブルガリアにおいては，他の東欧諸国も多か

れ少なかれそうであるが，統合はまず水平的統合から着

手された。小差是経営の集団化＝協同化が短期間に急速に

行なわれ，国営農場の創設，それと同規模の農業生産協

同組合＝「勤労協同農場」への農民の組織化が行なわれ，

所有制において協同農場は不断に国営農場に接近せしめ

られた。すなわち水平的統合は垂直的統合関係の発展か

ら促がされた経済的過程としてよりも，そのような経済

的諸条件がまだ十分に整わない段階で，まず生産手段の

所有関係，農業での生産関係の決定的変更そのものを主

要目的として，政治・社会的過程として押し進められた。

水平的統合はむしろ垂直的統合に先行し垂直統合を準備

するためにいわば強行されたと言うことができょう。そ

して垂直統合は，その間接的形態の発展の比較的不十分

な段階で，他国に先がけてより直接的な形態としての

「全国農工複合体」の創設(1976年〉，さらにはその「全

国農工同盟」への改編（1979年）という形をとるのであ

る。

このような特徴をもったブルガリアの農業の統合過程

は， 1944年9月の人民政権成立いらい今日まで，およそ

三つの段階を経てきたとされている。第 1の段階は，

1944年から1958年までで，この時期の特徴は，農業の集団

化，すなわち農業生産協同組合としての「勤労協同農場」

(TPY.llOBO KOOnepaTHBHO 3eMe且eJJCKOCT0Il8HCTB0, 
チケ H セ

以下TK3Cと略称、）へと農業・農民を組織化し，またそ

れと並行して国営農場（且もp.lKaBHO 3eMe瓦eJJCKO CTO・
ヂザ令

naHCTBO，以下且3Cと略称）を逐次創設したこと， 1947

年の産業国有化による工業の所有制変更とあいまち，工
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重量両部門の所有制を同ーの基礎すなわちいわゆる社会主

義的所有の基礎のうえに据えるととを主眼としたこと，

であった。この時期には，すでに触れたように，都市＝

工業の必要にあてる農産原料・食糧の供給確保のために，

行政的方法による農産物の買上げ，すなわち国家的義諸

供出制度が実施された。既存の生産力基盤のままでこの

課題を果させる社会主義的生産関係づくり，政治的・社

会的条件づくりが優先したのであって，農業・農民の拡

大再生産のための経済的条件づくり，その経済的利害の

考慮は二の次となった時期である。

第2の段階は， 1959年から1970年までである。この時

期には，農業と関連務部門での生産の集中化が次第に進

められた。 1958年の前半にすでに行なわれていた且3C

の規模拡大に麗を接して，まだ全国的組織化を終わった

ばかりのTK3Cについても， 19団～59年にその地域ごと

の統合による経営規模拡大が一挙に行なわれ，それまで

の数3200，平均経営面積1100ヘクタールであったTK3C

がその数930に統合され，平均経営面積4（削ヘクタール

に拡大された。この時期には，農産物買上げ方式として

の義務供出制が廃止されて契約買付方式に移行するが，

それは国家の中央による農業生産・買上量・買上価格・

プレミアムの計画化と結びつけられた。農業と食品工業

の国家指導機関が一本化され，また農業生産手段の生産

や，農産物買付け，加工などの企業もそれぞれ統合を通

じ規模拡大が行なわれ，専門化が進んだ。工業化の進展

と農業政策における行政的方法の経済的方法への一定の

移行は，農業生産を次第に増加させる結果をもたらした。

第3の段階は1970～71年から現在にいたる約10年間で

ある。この段階は1970年のブルガリア共産党中央委員会

4月総会と翌年の同党第10回大会を画期とする。 4月総

会は，科学・技術革命の時代に即応して農業生産の集中・

専門化をいっそう高い水準に押しあげること，そのため

農業を技術面，経営面で工業的基礎に据えることの必要

性を強調した。第10回大会は「発達した社会主義社会」

の建設という政治的，経済的課題の一環としてそれを位

置づけた。その結果，農業と関連諸部門の発展に質的に

新しい段階を劃する措置として，農業部門では「農工複

合体」（arpapHo・npOMH!IIJieHKOMnJieKC, AnKと略称）

が，農業関連の諸部門では「国家経済連合体」（瓦もplKaBHO

CTOilaHCKO o6e且HHeHHe，且coと略称）が，それぞれ創

設された。 A口Kは各地域ごとに且3CとTK3Cを統合

して全国で 170創設され，これによって農業生産単位の

平均経営規模は従来の4(削ヘクタールから一挙に2万
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4〔削ヘクタールに拡大された。農業関連の且coは， A

DKの生産する農産物その他の生産物の買付，加工，実

現，または農機の修理，港事E・治水・土地改良システム

の建設と維持などの諸活動にそれぞれ特化する，規模の

拡大された独占的経営体である。 ADKと且coとはそ

れぞれの諸活動における集中と専門化を表現するのみで

なく，国民経済システムの下部システムとして集権化さ

れた経済計画・管理体制の環節となるものであった。 A

DKと且coの創設は， 「生産的・経済的諸連関を農工

聞の生産的・経済的調整と協力，垂直的統合の発展の新

たな，より高次の段階に高める条件をつくり出した」（注2)

とされている。この統合第3段階においては， さらに

1976年に上記の経済的諸機関あるいは企業体を中心に全

国で約1回の機関または経営体を農業食品工業省の統轄

下においた「全国農工複合体J(HanHoHaJieH arpapao-
キ 7 ペケ

npoMHlllJieH KoMnJieKc, HAnKと略称）が創設され，

さらに1979年にはそれが「全国農工同盟」（HanHoHaJieH

arpapao・叩OMHlllJleHCも!03,HAncと略称）に改組さ

れた。 HADKもHADCもともに垂直的統合の間接的形

態としての国民経済的農工複合体（注3）により直接的形態

を与えたものであるが，両者のちがu、は，前者にはまだ

農業用生産財製造部門が含まれていなかったのに対し，

後者にはそれが含まれていること〈したがって，加入組

織・経営体数も約320に増えている〉，後者を創設するた

めに農業食品工業省が廃止され，その機能を後者がひき

継いだこと，後者が実質は行政的機能を有しながら形式

においては独立採算的経済組織としての定款その他の条

｛牛をととのえるにいたったこと，などである。

以上の三つの段階を，農業における統合の性格と度合

いの視点から概括すれば，第1の段階は直接的形態にお

ける水平的統合の開始の時期であり，第2の段階は，直

接的形態における水平的統合のいっそうの進展と，間接

的形態での垂直的統合の一定の発展と，直接的形態での

垂直的統合過程（小規模な農産加工企業，副次的工業活

動企業，農業用サービス企業などが，規模拡大後の TK

3Cの内部に含まれはじめたこと， TK3C聞の協力によ

る小規模な農産加工用企業や飼料生産・機械技術サービ

ス・農化学サービス企業が設けられはじめたこと，また

一部にかなりの規模の工業的畜産企業や純然たる工業企

業がやはり TK3C間協力企業として設立されたこと，

など〕の部分的進展の時期である。そして第3の段階で

は，直接的形態の大規模水平的統合と直接的形態での小

規模垂直統合がA口Kの創設によって結合され，また問



接的形態での垂直的統合の度合いがいっそう進展すると

ともに，前述の HAITK,HAilCの創設によってこの間

接的垂直統合に対しより直接的な形態が付与さむるにい

たったのである。

さきに触れたように，農業における統合過程において

は，工業の量的，質的発展に規定される農工聞の垂直的

統合過程の間接的形態の発展の度合いがもっとも重要な

要因であると考えられる。農業における水平的統合過程

の進展の必然性と有効性はともにそのような農工関統合

の間接的形態の発展によって規定されつつ，また逆にそ

れに反作用するという相互関係にある。東欧諸国中ブル

ガリアよりも経済発展水準の高い，したがって農工統合

関係の発展度の高い東ドイツやチェコスロヴァキアにお

いて，農業における水平的統合の直接的形態の推進に比

較的慎重な態度が見られるかに恩われるとき，なぜフソレ

ガリアにおいては経済的諸条件が本来許容する以上に，

統合の直接的形態を追求したのか。後節（II,ill, IV）で

は，その点に直接，間接に答えるための若干の検討を，

主として統合の第2，第3段階を中心に行なうこととす

る（注4）。

（注 1) 農産物と関連製品の生産・加工・実現なら

びに農業に対する生産手段の供給に関与するすへての

国民経済諸部門，ならびにこれらの部門に関連する科

学・技術研究開発・叶ーピス部門。

〈注2〕 B.Bor.llattoB H 瓦p,, Bepn!KaJitta HH-

Terpal.(Hli npH npoH3BO,llCTBOTO, npepal50TK8T8 H 

peaJIH38!.(HliT8 Ha H耳KOHceJICKOCTOll8HCKH npo且y-

KTH，且もp>K8BHOH3且aTeJICTBO38 ceJICKOCTOll8HCKa 

耳目Teparypa,Co中Hli1973, CTp. 17. 

（注3) さきに「注 1Jに記したとおり。

〈注4) 統合の第 1段階（1944～58年〕における農

業協同化または集団化の推進と，その前提条件をつく

り出した土地改革（1946年〉については，不十分なが

ら拙稿『プノレガリアの初期農業政策一－1946年土地改

革を中心に一一』 （アジア経済研究所「所内資料」謁

研No.51-4 1977年3月非売品〉でとりあげている。

（付記］ ブノレガりア農業における統合各段階の，直

接的，間接的形態の視点、よりする概括については，ニ

コラ・ヴォルチェア（H.B1>J1明 B，プルガりア科学ア

カデミー経済研究所員， 1979年1-12月アジア経済研

究所海外客員研究員〉の意見を参考にした。

ブルガリア食業における統合過程

ll 1958～60年の水平統合
一一ー TK3Cの経営規模拡大一一

この節では，統合第2段階を導入した19日～60年の

TK3Cの経営規模拡大の意味について大略の検討をして

おきたい。公式の説明では，且3CとTK3Cをそれぞれ

この時点で水平統合して経営規模を拡大することを必要

とし，またそれを可能ならしめた理由は，い）大規模農業

経営を指導・経営しうるだけの幹部と専門家がすでに育

成されたこと，（ロ）この国にすでに保有されつつあった農

業機械・技術を十分活用しうるためには大規模経営が必

要になったこと，付協同化農民の集団的自覚が成長して

いたこと，にあったとされる（注1）。だがそれだけではこ

の大規模化・水平統合の理由づけとしては説得的でない

ように恩われる。これにはいくつかの政策的背景が挙げ

られねばならない。一つは，今日のプyレガリア農業政策

の基礎をきづいたとされる1956年のブルガリア共産党中

央委員会4月総会の諸決定（「4月路線」と呼ばれる〉で

ある。この4月総会はいうまでもなくスターリン批判で

有名なソ連共産党第20回大会の直接の影響のもとに開催

されたもので，この大会の議事内容に関する報告を聴取

し，それからの教訓を引き出すととを主たる課題とした。

ブルガリア共産党は「教訓」の具体化として，当時の首

相チェルヴェンコフ（B.4epaeHKOB）をめぐる個人崇拝

傾向を批判してかれを首相のポストから解任し，またそ

の犠牲となったコストフ（T.KoCTOB）などの名誉回復を

行なう一方，政治・経済指導における行政的・指令的方

法の一定の手直しに着手することとなった。

農業政策の分野マは， 4月総会は行政・指令的農業収

奪ともいうべき従来の方法をかなりの程度手直しして，

農民の物質的関心に考慮を払ういくつかの措置をうちだ

した。すなわち，収）義務供出価格ならびに供出外農産物

買付価格の引上げ，（ロ）農民住宅付属地，その他私有地の

農産物（穀物，家畜など〉の義務供出制の廃止， TK3C

の義務供出作目の縮減，付TK3Cの農産物の自由市場販

売，また非農業諸企業への契約販売の許可，（ニ）従来TK3C

が負わされていた一連の義務の軽減あるいは簡素化， 1ホ）

TK3Cへの国からの信用供与の拡大，付TK3C農民や農

業専門家への労働報酬支払い基準の改善，労働ノルマ・

労働評価の生産条件に応じた格差づけ権限のTK3Cへの

付与， TK3C農民への前払い制度の改善，（ト）農民への年

金フォンドの設定，などである．とはいえ，これらの措

置はいうまでもなく，国民経済のいっそうの発展の，な

かんづく工業・都市への原料・食糧供給の基地としての
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農業の重視，そのため（1）農業の全分野での高揚，（2）農業

生産の増加，（3)TK3Cの組織と強化，（4）農業・農村の社

会主義的改造の2, 3年以内の完了，という初期農業政

策目的の枠組のなかでとられたものである。それゆえ，

物質的関心原則jの一定の適用と並行して大規模な集団化

キャンペーンが，各分野の指導者，活動家，都市労働者

などを動員して再開され，耕地面積における協同化率は，

1950年の大量集団化時の51%余に比し， 1957年86.5%,

1958年のフ、ルガリア共産党第7回大会の時点では92%

と，一挙に上昇し，この大会で少なくとも組織形態上「社

会主義が勝利」したことの宣言を可能ならしめたのであ

る。

1958～印年の且3CとTK3Cの経営規模一挙拡大のも

う一つの背景としては，前述の党第7回大会後に開かれ

た1958年の党中央委員会11月総会，同じく1959年1月総

会の決議を挙げなければならない。これらの総会では（1)

国の経済発展の加速，（2）社会・経済管理システムの変更，

が決議され，第3次5カ年計画（1958～62年〉を期間を

短縮して（1958～60年〉達成するキャンベーンが全国的

に展開された。上記（1）を受けて1959年度年次計画は異常

に高率の成長率を盛りこんだ。たとえば工業は当初計画

の成長目標（5カ年で60%，年率10%）に対し59年度の

みで27.8%，農業は同じく 5カ年で35%，年率で約6%

の目標に対し59年度のみで実に73.9%Cキャンベーンの

スローガンでは100%）という増産計闘であった．この

ような計画変更による高率の生産増加率設定には，ソ連

のフルシチョフ農政や中国の「大躍進」政策の影響が見

られるように思えるが，ある西側の観察によれば，その

理由は工業化の賄い方としての農業が停滞し，工業製品

の輸入のための外貨収入を期待どおり挙げえなかったこ

とにある，とされている（注2）。

また前記12）の「社会・経済管理システムの変更」につ

いては，この国の公式文献によれば，社会主義が都市と

農村双方で勝利した新しい条件のもとで，既存の国家・

経済管理の構造と諸形態は，生産の具体的・実際的指導

を保証しえなくなった（注3）ので，国家経済指導を地滅的

原則にもとづいて再建し，不必要な中間的，部門的管理

環節を廃止することが決定された。こうして，六つの部

門別省（重工業，軽工業，食品工業，電化・水利経済，

建設・建材，公共事業〉と 1委員会（体育スポーツ〉が

廃止され，代ってより機能的な四つの委員会（工業・技

術進歩，建設・建築，労働・価格，国家統制〉が新設さ

れ，また財務・国家統制省は財務省に改称，ブルガリア
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人民銀行は財務省から独立して閣僚会議直属となった。

他方，国家権力機関として，また直接に国家的・経済的

指導を行なう機関として，地域行政・経済機関たる管反

＝県（OKpもr）人民評議会，その下部区域たる市町村田
オプシテfナ

(06叫HHa）人民評議会が新設された。ここで直ちに想到

するのは， 1950年代後半に行なわれたソ連のフルシチョ

フ時代の一連の改革である。すなわち，産業部門別工業
妙ザ＋ルホーズ

省を廃止して地域別国民経済会議を設けたこと（1957

年〉，機械・トラクター・ステ｝ションを廃止し，農産

物調達制度を改めたこと (1958年〕などが主要内容であ

るが，ブルガリアの改革はきわめてそれに似通っており，

この閣の政策措置の多くがソ連のそれを大幅に踏襲して

いる例証の一つであろう。統合により拡大されたTK3C

の占める地域は上記の06ll¥HH8という行政・経済区域に

一致するように指導が行なわれた。従来のTK3Cは概ね

1村を基礎としていたが，拡大TK3Cはこうして数個の

村を包含することとなった。

以上がTK3C拡大の背景であるが，この拡大はブルガ

リア共産党の直接の指導のもとに一挙に行なわれ， 19日

年中に基本的に終了した。翌1959年には，農産物の義務

供出制が廃止されて単一の契約買付制に移行することと

なった（注4）。また機械・トラクター・ステーション（M

TC）はすでにその政治的・経済的・組織的機能を果し終

え，それ以上の存続は拡大TK3Cの発展の障碍になると

して再編され， MTCの農機は拡大TK3Cへと売却せし

められ，土地・機械・労働力の生産要素はすべて後者に

集中されることになった。

農村に生じた新たな政治的・社会的雰囲気と経済的諸

条件のもとで， 1959年から19伺年にかけてTK3C（員）は

「自発的」に地代を放棄（注5）しはじめ，これによって協

同組合的所有の性格はいっそう国家的所有に近づくこと

になり，その点でTK3Cはソ連のコルホーズと同質化す

るのである。

1958年着手されてわずか2年たらずのうちに地代の

「自発的放棄」にまで進んだTK3Cの規模拡大＝水平統

合は，上述の背景とあわせて考えるとき，ブルガリア共

産党の強力な指導下の政策先行的な措置としての色彩を

おびていたことがうかがえる。農業における生産諸力の

発展（つまり内容〉が新しい生産諸関係としてのTK3C

規模拡大とその社会主義企業化（形式）を要求したーー

さきに挙げた公式文献での説明ではそう受けとれるーー

というよりは，むしろ農業生産面で期待どおりの成果が

あがらなかったので，生産関係の方から先に変えていこ



うとした，と理解すべきであるように思われる。そのよ

うに考えなければ次の事実は論理的に整合性をもちえな

いのである。（イ）TK3C規模拡大が一挙に全国的に取り組

まれるという政治的・社会的雰囲気のもとで，多くの管

区では農民＝TK3C員の個人利用地（住宅付属地その他）

の縮少化または取り上げが行なわれた。その結果，農業

生産，とりわけ畜産の発展に重大な障碍が生じた。なぜ

なら牛，羊，豚，家禽の少なからぬ部分は個人的副次農

業として飼養されており，生乳，食肉，鶏卵の商品化部

分の大きな比重をこの私的生産が占めていたからであ

る。「（農業における〕社会的経営が勤労者の増大する需

要を充足しうる状態にはまだ達していなかったf注6）とい

う条件のもとでは， TK3C農民の個人同l業経営を縮少せ

しめたり解消したりすることは，経済発展の促進上障碍

となった」（注7）。（ロ）「1958～60年には農業の発展におけ

るその他の欠陥も表面化した。有角大家畜の頭数が減少

したのである。 1960年に多くの管区では缶詰工業企業へ

の原料供給の計画課題が未遂行となった。タバコの生産

も計隔を大幅に下まわった。そのためタパコ工業の操業

に支障を来し，圏内・輸出両需要を賄なうことができな

くなった。それらの原因は，経済計画の若干の指標が不

相応に高く設定されたこと，農民の生産への物質的関心

が不足してヤたこと，計画規律が守られなかったこと，

にあった」（注8）。

以上の二つの事実は，公式文献が述ペているような

TK3C規模拡大を可能または必要ならしめた理由（本節

前述の②大経営向き指導幹部・専門家の成長，⑨農業の

機械・技術の蓄積，。TK3C農民の集団的自覚の成長〕

に対しかなりの留保の必要を感じさせるのである。

このように， 1958～60年の水平統合が党・政府の強力

な指導のもとに，いわば行政指令的方式で行なわれたこ

とはまず疑いないところであるとしても，それがいった

ん既成事実として確立したのちにおいては，大規模経営

のメリットを生かしうる農業の工業化〈つまり機械化・

化学化，生産の集中と専門化，生産・経営組織の工業的

方式への転換など〉のための条件を生みだしたことは否

めない。事実1960年代は，他の東欧諸国におけると同様

ブルガリアにおいても，農業の工業化の着手と進展の時

期であった。

〔注1) HcTopm1 tta BもJirapcKaTaKOMYHHCTH-

可ecKanapTHH, CoφHSI 1973, CTp. 619. 

〈注2) Dobrin, Bogoslav, Bulgarian Economic 

Development since World Wai・II,New York, 

プルガりア農業における統合過程

Praeger Publishers, 1973, pp. 20-21. この著者は，

「大躍進jのために全国の都市，農村の非農業住民が

大量産に動員されたが， 1959年度の農業生産梢加率は計

画率73.9%をはるかに下まわる18%にすぎなかった，

と述べている。

（注3) HcTOpHH HS B'bJlrapcKaTa ...... , CTp. 618. 

（注4) Dobrin (op. cit., p. 22）は，「契約貸付制」

は主要穀物および食肉を対象とする「契約供出」であ

って，市場価格を下まねる価格で義務的に国営貿付機

関に売り渡すことであったとしている。ただし，舟渡

し価格はこれまでの義務供出価絡の2倍近くに引き上

げられた，と述べてL、る。

（注5) この「放棄」は事実上の， したがって経済

的なものであって，法律的にはまだ地代はTK3C農民

の権利として残った。地代が法的にも消滅するのは，

1970年代の AilK成立以後である。

（注6) プルガりア農業の社会的経営セクターがそ

れ自体で食糧・農産物の社会的需要を充足しえていな

いことは，現在でも多かれ少なかれ同様である。この

点については拙稿「ブルガりア農業における副次的生

産」（『国際農林業協力』 Vol.2, No. 3 1979年〉でや

や詳しくとりあげている。

( It 7 ) HcTOpHH Ha BもJirapcKaTa...... , cTp. 620. 

〔注8〕 Ibid.,CTp. 621. 

ill 1960年代における垂直統合過程

一一間接的形態と直接的形態一一

この節では，統合の第2段階である19伺年代における

垂直統合の間接的形態の発展を中心に検討を行なうが，

その直接的形態についても節末で簡単に取りあげること

としfこい。

農工間垂直統合の間接的形態の発展を検討する仕方は

もちろんいろいろあろうが，ここでは一応つぎの視角に

限定したい。すなわち， Ill国民経済における広義の農工

複合体＝農業関連諸部門の比重ならびにこの複合体の構

造の推移，（2）農業生産で利用・消費される工業起源生産

財の比重，農業機械化の程度，農業労働の機械装備度，

エネルギー装備度など，いわゆる農業生産の工業化の進

展の度合い，がそれである。

1. 国民経済における広畿の農工複合体の比重とその

構造

ブルガリアの1960年代における国民経済に占める広義

の農工複合体の比重をその推移において，また東欧諸国

I I 



第L表国民経済に占める広義ATIKの比重（%〉

｜両耳ア｜ ンガリ－ h.., ...ドイツ
五可両日司－｛雨戸両…←－1蜘 1 1965 1 1972 

就業人口総数 I I 100 1100 I 100 I 100 I 100 1100 
広義 AIT平就業人口 I I I ?4・8向型 犯 i回一千 ｜勾 I35.6料水
弓 ι ！農 業 I I s I 32.s干刊 31 I 25梓＊ I 1s I 12.1料率
ノ リ 1その他工業 I I 8 I 32＊柿｜ 7 I 27紳＊ I 11 I 23.5辛料
国民所得に市める農業の比重 1 32.2 33* I 22.4料 29.2 I 21* ! 16.5林 16.4 I 12* I 10.6料
国民所得に占める広義AITKの比重｜ I ___ s2引 I . -I 36* I I 31 * I 
（出所） C. lllaJJaMaHoe, CouHaJJHCTH司自問Ta HHTerpauHH H pa3BHTHeTO Ha AITK B CT開HHTe・羽田KH

Ha Cl1B, 3eMH3且aT,CoφHH, 1977. CTp. 94, 97. ただし＊印のある数字は，拙稿「東ヨーロッパ諸国の農工

業複合体」（平凹編『東欧の農業生産協同組合』（下） アジア経済研究所 1974年） 131ベージより。また帥印

の数7・は1973年。料＊印の出所は，且HMO8JJ8Jl0B, ArpapHo・npoMHWJJeHHHTKOMnJJeKC Ha HP 6'bJlrapHH, 
flapTH3且aT,Co中日民 1977,CTp. 146. 

聞の国際比較において検討しようとすれば，資料はきわ

めて限られてくる。したがってここでは，比較対象国

（ブルガリア，ハンガリー，東ドイツに限定住0）の総就

業人口に占める農業就業人口および広義の AilK就業人

口の比重，国民所得に占める農業の所得，広義AITKの

所得の比重についてだけ検討することとする。資料の制

約上.60年代各年のそれらについての推移を見ることは困

難であるので，単年の比較にならざるをえない。

第1表にみられるように， 1960年代半ばにおいて，ブ

ルガリアの広義 AITKの就業人口は同国の就業人口総数

の56%，その内訳は農業48%，非農業8%となっている。

広義 AITK内の農業対非農業の比はブルガリアは86:14 

で，ハンガリーの81:19，東ドイツの 58:42に較べて

AITK構造の高度化がまだこの時点で立ちおくれている

ことが示される。 1972年においてさえ，この比はそれぞ

れ51: 49, 48 : 52, 34 : 66となっており，ブルガリアの

高度化が他より早まっているとはいえ，まだハンガリー

や東ドイツより立ちおくれている。ところで，少なくと

も広義 AITKの就業人口の就業人口総数に占める割合に

関するかぎり， 1965年から72年にかけていずれの国も増

大の傾向を示しているが，これはおそらく東欧諸国にお

いていずれも広義 AITKの構造が西側先進国にくらべて

おくれていたこと，それが60年代から70年代にかけて発

展しはじめたための初発的現象というべきであろう。ち

なみに， 1960年代後半にアメリカにおいて広義 AITK内

の対応比は25:75であり，就業人口総数に占める広義A

ITK就業人口の割合は25%であった（注2）。なお，国民経

済構造の高度化につれて，就業人口や国民所得に占める

広義AITKの比重は低下するものと一般的には言えるで

あろう。

12 

同五｜孟｜品－
：倒1訓側M •: I 副

1. AilK就業者U 100 10 
第 I 部門＊ 3 
第 E 部門材 82 7 
第 E 部門＊料 15 1 

2. A口K総生産物幻 100 
第 H 部門 53 
第 I, III部門 47 

（出所） 1）は，且HMOBJJa瓜OB,ArpapHO・npOMHW•
JieHHHT KOMnJieKC Ha HPS 'bJirapHH, TlapTH3,.!1;8T, 

CoゆHH,1977, CTp. 132, 2）は， C.lllaJiaMaHoB, 
CouuaJIHCTH'leCK8T8 HHTerpaUHH H pa3BHTHeTO 

Ha A口KB CTpaHHTe・可JieHKHHa CHB, 3eMH3瓜ar,
Co<jmH, 1977, cTp. 98. 

（注）率 農業用生産手段生産部門
料農業部門

林事食品工業および農産物商業部門

第2表の広義AITKの構造について言えば，それを構

成する各部門（ I, II, III）の構成比において，就業者

数，総生産物のいずれについてみても，プノレガリアは農

業（第E部門）の高い比重とその他（第I，第E部門，と

くに第I部門〉の低い比重を示している。ディモ・ヴラ

ドフ（且HMOBJia,ll;oe）によると， 1972年の時点において

ブルガリアは広義 AITKの発展水準に関して，東欧7カ

国（この場合ユーゴスラヴィアを除く）のうちで，東ド

イツ，チェコスロヴァキア，ソ連，ハンガリーの下位（第

5位〉にある（注3）。

2. 農業生産の工業化の進展度

農業の工業化過程を押し進めうるための条件として

は，いうまでもなく，農業用生産財を生産する工業部門



の発展，高収量品種あるいは優良家畜種の導入や改良を

可能にする科学部門のネットワークの存在，合理的生産

組織，生産規模の大きさ，生産専門化の発展度などが単

げられる。また，工業化の進展度を測るための標識とし

ては，生きた労働と対象化された労働との，支出におけ

る関係，農業生産のために用いられた工業起源の生産財

の比重，生産過程機械化の度合い，機械化要員の就業人

口に占める比率，農業労働の機械装備度，その他いくつ

かあろう。

1960年代におけるブルガリア農業の工業化の水準の推

移を，前項と同様な国際比較で見るためには，資料の制

約上標識はきわめて限定される。したがってこの項では，

鉱物肥料の利用度，電力消費度，労働のフォンド装備度，

トラクタ一等の保有度についてだけ見ることとする。

第3表は，いわゆる農業の化学化の進展度の一端を示

すものであるが， 1950年代， 19印年代はその利用度が急

速に上昇し， 1970年代に入って横遣い状態に入ったこと

が示される。東欧諸国のなかでは後進的なプルガリアは

yレーマニアとともに1970年までに最も急速な化学肥料利

用の伸びを示し， 19田年から1973年の問に 100倍以上増

加して東欧先進諸国との格差を縮めたのであるが，それ

でもブルガリアと東ドイツの格差は1973年の時点で 1: 

2.3となっている。

第4表の電カ装備度の点では，ブルガリアは東ドイツ

をはるかに下まわるが，ハンガリーとのあいだにはすで

にほとんど格差がみられない。もっとも，電力消費の度

合いは各国の農業の生産物構成により異なり，電力以外

のエネルギー消費とのかねあいもあるので，平板な比較

ができないことはいうまでもない。

農業の工業化の進展度をiJJ.IJる標識としての固定生産フ

ォンド（資本〉の増加の傾向と，その工業における傾向

第3表鉱物肥料の利用（耕作面積1ヘタター
ノレ当たり，有効成分換算キログラム〕

（出所〕 C. lliaJJ3M3H0B, COUH3JJHCTH'leCK3T3 HH-
TerpauH.11 H pa3BHTHeTO Ha ACTK e cTp3HHTe-

'IJJeHKH Ha Cl1B, 3eMH3瓜3T,CocpHll, 1977, CTp. 

41より。

ブルガリア食業における統合過程

第4表農業における電力消費量
(1970年， KWH)

戸石ァト二五寸東－－~
就業者 1人当たり l 必2 I 665 I 1, 764 

耕作面積 I 168 I 1日｜ 湖
1 ha当たり｜ A山｜ L山｜

（出所） C. lli3JI3M8H0B, COUH8JIHCTH'leCK8T3 HH-

TerpauHll H pa3BHTHeTO Ha A口K B CTp8HHTe-
'IJJeHKH Ha Cl1B, 3eMH3.llaT, Co中日ll,1977, CTp. 
44より。

第5表工業および農業の労働のフォンド装備度の

増加指数聞の係数（19印年＝ 1) 

二二匝巨雨函亙同竺
プノレガロア 11. 5 1.69 0.86 0.78 0.721 0.711 0.7ひ

ハンガリー 1.20 1.05 0.74! 0.66! 0.67i 0.671 0.70 

東ドイ y .. 1.28 0.87 0.73 0.7110.69i 0.67 

（出所〉 C. lli3JJ8M3H0B, COUH3JIHCTH'leCK3T3 HH-

TerpauHH H paaeHTHeTo Ha ACTK e cTpaHHTe-

'IJJeHKH Ha Cl1B, 3eMH3JlaT, CoゆHll,1977, CTp. 
46より。

との対比をつぎに見ておきたい。

農業における固定生産フォンドの総額は，1960年を100

として1973年にはブルガリアが270，ハンガリー185，東

ドイツ 208とされており，また単位耕作面積当たりのそ

の増加率は同じ期聞にブルガリア295%，ハンガリー190

%，東ドイツ216%とされている。

第5表によれば， 1950-55年の時期には工業における

労働のフォンド装備の増加率が農業のそれを上まわった

が， 1960-73年の時期には逆に農業労働のフォンド装備

の増加率が工業のそれを上まわったことが示される。こ

れは東欧諸国の19同年代の工業化の時期， 19回年代に入

つての農業の工業化への着手を反映するものと恩われ

る。しかし，第6表にみるとおり，東ドイツの農業労働

第6表工業労働のフォンド装備度の食業の

それに対する係数

両雨漏~1~19；司副971iふ
ーんガリア I5.91 6.d 3.81 3.訓 2.{2.示「zJ-2.6
ハンガりー I2.41 2.11 2.0 1.矧 1.311.41 1.41 1.4 

東ドイツ｜ ｜吋1・si1.61吋1・311.2!1・2
（出所〉 c. WaJI3M8H0B, CouHaJIHCTH'leCK3T8”H・
TerpaUHll H p83BHTHeTO H8 AnK B CTp8HHTe・

可neHKHHa Cl1B, 3eMH3且aT,CoφHll, 1977, CTp. 

47より。
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第7袈 トラクター，穀物収轡用コンパイン
の保有数

]~ 1向。 G96~下｛~元
トラクターの実際の台数

(1，似旧日台）
ブルガリア
ハンガリー
東ドイツ

トラクターの名目総馬カ数
(1，α）（）馬力）

プルガりア
ハンガリ一
夜ドイツ

同上（耕作面積100hα当た
り，馬カ）
ブノレカ’リア
ハンカa リー
東トイツ

殺物収穫用コンパイン
(1，α狗台）

ブルガリア
ハンカリ
＊ドイツ

2s.s: 
41.0i 
71 

42.01 
64.2 
124 

918 
1,365 
2,283 

1,520 I 2,151 
2,608 / 3,155 
4,337 I 6,440 

幻
川
品
川
相

a
o
c
O
に
1u

内

d
A
u
z
q
u

6.9 
8.81 
15.4' 

（出所） CT3THCTHqecK目白 e:>Kero且HHK CTpau-

可JteuouC3B 1979, cTp. 274. 

のフォンド装備度が1970年代に入って工業の水準に近づ

いているのに対し，フツレガリア農業における労働のフォ

ンド装備水準は70年代に入つでもなお工業の2.6分の1

にすぎない。因みに，農業においては作物の生産時期（成

育期〉と労働期間とにギャップがあり，農業労働が短時

日に集中的に遂行されなければならないこと，などの特

殊性からいって，労働のフォンド装備度は工業のそれと

同位もしくはそれ以上でなければならないとされている

ので，ブルガリアの農業の工業化はまだまだ不十分な水

準にあったと言えよう。

また， トラクター，コンパインの保有量についてみる

と第7表のとおりになる。 トラクター，コンパインの保

有台数の点でも，単位耕作面積当たり馬力数の点でも，

ブルガリアはハンガリーには接近しているものの，東ド

イツとは大きくへだたっている。なお， トラクター l台

の平均馬力はこの表で計算すれば凶60,1965, 1970各年

について，フ）レガリアが35馬力， 36馬カ， 40馬力，ハン

ガリーが33馬力， 40馬力， 46馬力，東ドイツが32馬カ，

34馬力， 43馬力となるが，少なくともブルガリアについ

ては同国の統計年鑑による数字とかなりのずれがある。

別の資料によれば，この国では日馬力以上のトラクター

が1965年には全体の36o/oを占めていたのが， 1975年に

は58o/oに憎え，車輪トラクターの比率が同じく41%から

62%に哨加したというt注4」しかし，いずれにせよ，ブ

ルガリアの保有トラクダーの状況は，少なくともこの国

14 

53.6 
68.4 
149 

5
国
仰
山
山

9.3 
11.8 
17.9 

が他の2国よりも大きな圃揚単位を必要とする（水平統

合を必要とする〉ことの論拠のーっとしては十分でない

ように思われる。

なお，この項では比較資料が利用可能でないため，農

業の物的支出に占める工業起源の物的支出の割合の推移

の検討は省略することとする。

3. 1960年代における量産統合の直接的形態

1971年以降のブルガリア農業における統合の第3段階

として，この年に大規模な水平統合が行なわれて，大農

業経営単位AnKが全国的に創設されたことは第I節の

「概観Jで触れたが，創設の必要性に関してブルガリア

共産党第1書記のトドル・ジフコフ（To.nopiKHBKOB) 

は1970年につぎのように述べている，すなわち「（農業

生産における〉集中に関して，たしかに若干の国ぐにで

は経験の蓄積があるし，科学的な考究もなされてヤる。

しかしそれらは主として農工統合に関するものである。

だがわれわれが今重視しているのは水平統合であり，農

業内部の集中である。当然のことながら……農業諸企業

の水平的統合は，今後工業諸企業との（垂直〉統合のた

めの足場をつくるためであるJ（注5）（傍点引用者〕。ジフ

コフが述ぺていることの意味は， 1問。年を通じて農産物

の工業的加工その他のために，若干のTK3Cや且3Cの

あいだの，またそれらと工業部門，流通部門の企業との

あいだの協力にもとづいて共同出資企業が設立されてき

ていたが，それらはまだ農業生産の不十分な集中・専門

化を基礎としていたこと，またこれらの出資企業の財源

が不十分であったことなどの理由から，変化しつつある

内外市場の要求に応ええないため，この際母体そのもの

（農業企業〉を水平統合によって大規模化し，そこで生

産の集中と専門化を達成し，かつ必要な財源をも確保し

て，そのうえで農工問垂直統合をより高い次元で（つま

り近代的大農業と大工業との関係として）行なおうでは

ないか，ということなのである。

そこで， 1960年代に行なわれた小規模な垂直的統合の

直接的形態としての，共同出資企業などの状況を簡単に

みておこう（注6）。

ブルガリアでは1伺8年末までに， TK3C閉またはTK 

3C •且 3C 間企業が58設立されており，その内訳は豚

の肥育却，鶏卵・J鳥肉生産13，建設6，養蜂4，牛肥育

3，缶詰5，冷凍・冷蔵4，その他3となっていた。こ

れらはTK3C，且3Cの共同出資で，独立法人として財政

的にも独立の企業として設立された。そのうち農産物の

加工を行なったTK3C間企業の業務内容は，野菜・果実



の缶詰，スカッシュ（果汁），ベーストまたはマッシュ，

各種ジュースなどの生産，それらの選別，出荷準備など

であった。これら企業の活動は，飼料，肥育用家畜，加

工用農産物（原料）の供給の点でも，投資の面でも，母

体のTK3C，且3Cに完全に依存していた。しかし，当時

においては，母体のTK3C，且3C自体がみずからの近代

化投資の財源や，畜tEのための飼料や，その他に事欠い

ており，出資した共同企業にまで手がまわらない状況で

あった。そのことがそれら共同企業の活動を困難にして

いたのである。

以上の TK3C間（または TK3C・且3C問）共同企業

を垂直統合の直接的形態における協業（Koorrepupaue,

co・operation）的な方式のものとすれば，それ以外にTK

3C (1958～60年に統合で拡大された TK3C）内部での

部分的な直接的垂直統合形態としての， TK3C内農産物

加工企業の設立が見られた。このようなTK3C内農工結

合は， TK3Cが統合で拡大された1958年に始まった。そ

の理由は，当時すでに市場で実現される加工農産品への

需要がかなり増大し，農産物の加工をTK3C→国営加工

企業の経路で処理していたのでは需要に対応しえず，か

っ経済的不合理が痛感されていたからである。すなわち，

国営加工企業の加工能力が不足していたため， TK3Cは

加工向け農産物の著しい損耗と，輸送経費の必要以上の

増大に悩まされたのである。こうして TK3C自体が，

規模拡大による財源の一定の拡大に伴って，みずからの

加工企業を設立しはじめたわけである。 1970年代の冒頭

には， TK3Cは合計約600の大小加工企業を有していた。

その内訳は缶詰企業46，ワイン貯蔵室等119，果実・野菜

乾燥室35，酪農場15，製粉所368となっていた。しかし

これらのTK3C内農産加工企業の活動は，高次の農工垂

直統合からみればきわめて立ちおくれたもので，本来の

垂直統合のメリットを発揮できるでいのものではなかっ

た。その理由としてはつぎのものが挙げられる。すなわ

ち，（イ）加工企業の大きな部分を占める缶詰工場とワイン

醸造・貯蔵所は，国営企業との契約外原料や規絡外れの

原料の加工を行なっていたので， TK3C規模拡大後そ

のー部のものが近代化されたにすぎなかった。わ）大半を

占める製粉所の多くは1947年の国有化以前からの老朽施

設で，本来 TK3C内需要をみたすために TK3Cに譲渡

されたものであった。料製粉所も小規模のもので生産物

の品質も低かった。そして何よりも同TK3C，江3C内の

生産種目が多すぎて生産の社会化水準がまだ低く，作目

ごとの生産の集中管理，つまり垂直方向での諸生産環節

プルカリア農業における統合過程

の統一管理が不可能であったこと，などである。

TK3Cレベルでの農産加工の工業企業は以上のような

弱点をもっていたが，かといってそれらを近代化あるい

は新規に建設することは，農業生産自体の集中と専門化，

農業生産の工業化が次第に緊喫事として要請されはじめ

ていた段蹄乙あっては，それに必要な投資を妨げること

を意味した。

このように， TK3C規模の垂直統合の直接的形態は，

統合第3段階の ACTK創設とともに，さしあたり ACTK

規模のそれへと拡大されることになるのである。

（注 1) 東欧の後進国，中進国，先進闘として，ま

た農業における私的セクターがもはや事実上存在しな

い（社会化セクターの個人創業農業は日ljとして〉とい

う共通性をもっ国々として，この3国をとりあげる。

（注2〕 拙稿「東ヨ ロヅパ諸国の重量工業被合体…

・・・J 132ベージによる。

（注3）且HMO8JI3.l(0B, ArpapHO・rrpOMHUJJieHHHT

KOMrrJieKc Ha HP 6'bJirapHH, napTH3.QaT, Co中HH,

1977, CTp. 146. 

（注4) Valtchev, Nikola, Agro-Industrial Integ-

rati・onand the [mpr，即 ementザ theMechanism 

for the Agricultural "lifanagement in Bulgaria, 

V R. F. Series No. 70, Institute of Developing 

Economies, 1979, p. 5. 

（注5〕 TodorZhivkov, For Cance珂trationand 

Development of Agriculture on Industrial Lines, 

Report at the Plenary Session of the Central Com-

mittee of the Bulgarian Communist Party, April 

27, 1970, So凸aPress, 1970, p. 16. 

（注6) B. Bor瓦8H0BH且p.,op. cit., CTp. 66-72 

による。

IV 1970年代以降の統合過程

一一「農工複合体」（ACTK）の成立一一

1. AilKと「国家経済連合体」（且CO）の成立

1971年に ACTKと且coが創設されたことについては
第I節で簡単に触れた。これらの創設の目的と経過を大

略述べておきたい。

ADK創設の目的については前節第3項でも触れたが，

直接の目的は農業内部の水平的統合であった。すなわち

「1970年4月に開催されたブルガリア共産党中央委員会

総会および1971年3月の同党第10回大会の決議にもとづ

いて， ACTK創設の広範な計画がうち出されたが，その
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第1段階の課題は農業諸企業聞における生産の大規模な

水平的協同にあるとされた。この水平的協同あるいは水

平的統合化への努力の目的は，耕種ならびに畜産を工業

的基礎に移行させるために不可欠な生産集中・専門化水

準の達成と，これらの目的達成に必要な著書積源泉の創出

である。ブルガリアにおけるAnKの創設・発展の展望は

まず農業における水平統合による生産の集中・専門化の

推進，それと平行して加工工業における集中と専門化の

推進をはかり，将来は農業生産物の再生産過程のすべて

の段階をカバーする単一の組織形態としての『農業コン

ビナート』……の創設という形で，全国的規模での垂直

的協同一一一統合化を実現しよう，ということ」（注1）であ

る。このような農業の工業化と，生産の集中・専門化を

必要ならしめるこの時点での経済的要請とはつぎのよう

なものであった。すなわち， 「ブルガリアの社会主義農

業が解決しなければならない問題は，主として，その発

展の速度を早めることにある。それらの問題はわが社会

主義社会の今日的要請と国際市場とに対応するものであ

るが，その根底にはわが国も含めて世界における科学・

技術革命がある。ではそれらの問題とは…ー第1は農産

物を増産する問題……第2は労働生産性の最大限の向上

と農産物コストの切下げの問題……そして第3は高い収

益性および世界市場におけるフ勺レガリア農産物の強い競

争力の達成の問題」である（注針。

このような必要に応えるために農業における生産の集

中・専門化，農業の生産・経営面における工業的技術と

方法の導入が必要とされ，それらを達成しうる農業組織

形態として， TK3C，且3Cの再統合（水平統合〉による

農工複合体（ACTK）の創設が， 1970年のブルガリア共産

党中央委員会4月総会によって決議されたのである。

大規模農業企業としての ACTKは， 1971年に全国で

170，地域的原則にもとづいて創設された。各管区（県に

相当，全国で'27管区〉で平均6乃至7AnK，各AnKに

は数個のTK3Cあるいは且3Cが統合された。設立のさ

いに準拠された原則は，（イ）ACTKの構成員となるTK3C,

且3Cの互恵と自発性，（ロJA口Kの構成，規模，生産種

目，専門化等の決定は科学的に根拠ある仕方で行なうこ

と，付さしあたり構成企業（江3C,TK3Cなど）の法的・

経済的自律性とその従来の組織形態を維持すること，（斗

管理・運営の民主制（選挙制），ということであった他3）。

A口Kを構成によって分けると， TK3Cのみで構成され

るものが全体の50.6%,TK3Cと且3Cの混成のものが

42.3%，且3Cのみで構成されるものが7.1%となってい

16 

た。経営規模は， 5万ヘクタールを超えるものから 1万

ヘクタール未満のものまでさまざまであったが，平均面

積は2万4削トクタールとなった。すでに述べたように

ACTKは主として水平統合を意味したが，同時に従来の

国営農産加工工業企業，配合飼料生産の国営企業，従来

のTK3C間企業およびTK3C内企業（第E節第3項参

照〉をもそれぞれの地域でADKに包含することになっ

たほか，新たに ADK内企業として上記の諸企業と同様

な農産加工企業，飼料生産企業，またADK就業者の年

聞を通じてのフル雇用の創出を目的とする工業企業（農

産加工以外の工業製品の生産），農機修理，輸送，農化

学その他のサービス企業などが建設されたため，これは

ADK内部の小規模垂直統合（直接的形態〉を意味した。

なお， AnKが全体として農業企業であるのに対し農

業生産としての砂糖（てんさい）栽培を国営工業企業と

しての且coの一種たる「ブルガリア砂糖」（6’b.nrapcKa
3axap，または BulgarianSugar）に従属させるという，

垂直統合形態も現れた。この「プルガリア穆糟Jは「工

農連合体」 (npoMHWJieHO・arpapHoo6e.n.HHeHHe, CTAO 

と略称〕と呼ばれ，その構成員として全国で8個の「工

農複合体」 (npOMH凹JieHo・arpapeHKOMnJieKc, DAKと

略称、〕が創設された。このような1業種の全国的農工垂

直統合〈直接的形態〉は，現在のところ砂糖生産におい

てのみ見られる。

口AO「ブルガリア砂糖」もその一つである且coの創
設について以下に簡単に記すこととする。すでに1963年

に試験的に導入され， 1965年にいっそう本格的に実施さ

れたいわゆる新経済制度（ブルガリア版の経済改革〉は，

生産の集中と管理の効率的集中との結合を主たる狙いと

していた。且coはそのため1965年に工業，建設，運輸
の務部門にそれぞれの業種の個別企業を統合して創設さ

れ（農業部門を除く全国民経済で約120），生産の大規模

な集中を行なった。さらに1969年，前年8月のソ速によ

る『プラーハの春」の圧殺に続く東欧全般の国民経済計

画・管理制度における再集権化傾向のなかで，ブルガリ

ア共産党中央委員会9月総会が「国民経済全部門におけ

る生産集中の問題を総合的に解決すること，…・・・新経済

管理制度の問題を速かにかつ満足のいくように解決する

ことについて……青信号を出した」（注4）のち， AnKの創

設と時機をーにして 1970～71年に且coの再統合によ
る経営規模拡大が行なわれ， 67の拡大且coが誕生し
た（注5）。且coの任務は「その直接の下部企業やさらに
その下位企業，あるいは関連ある経済組織やその下部組



プルガリア農業における統合過程

ffi 8表凋民経済の；$；本諸単位構成（1970年代前期〉
～1 「三 蔀一一門：一一一一一一 一一♂一一一 ｜ 

- I 非 疫 業 「一一一一 一一一一一一｜
レベル＼＼～｜ ｜ 農業関係 ｜ 

管轄省庁。

統合企業体の総称

統合企業体

上記所属企業

独立企業

部門 'i)lj 省

国家経済組織（且CO)

国家経新連合体（且CO)

長 業

（部門省〉 （農食省）

国家経済組織（且CO)
（且co,ttno, 
IlAO（ブルガリア砂糖）
（各企業，諸施設
工農複合体（OAK〕

農業食品工業省

経済組織

農工複合体（AilK)

TK3C，且3C，専門諸企業わ

数立のTK3C，且3C
業
業
業
一
企
企
市

、
ニ
営
合
一

ゴ
国
組
一
立
同

各
独
協

（注） 1) 管轄については，各管区（県〉人民評議会も，域内に所在する諸経済組織，諸企業を管幣・指導する。

2) 1975cJ＇・以降， AilKを慌成する TK3C，且3C，専門諸企業は再編成されるが，これについては本文で
触れる。なお，専門諸企業は，食品加工，機械修理，建設，輸送，豊島化学サービス等の非農業活動であ

るが，これらは農工垂直統合の過渡的形態である。

織・企業の経済活動を総合的に管理し，また直接統制を

行なう（こと）…・，生産手段の最も効率的な利用を確保

し，労働生産性を向上させ，－…生産の近代化・専門

化・協業・集中化の基礎のうえに……増産を加速するこ

と」（注6）にあるとされている。今日のブソレガリアの基本

的経済組織としての且coは，農業生産以外のすべての
経済活動一一生産・加工・販売一一ーの担い手である。農

業関係の且coとしては， 1971年の設立当時は12（農業
機械，プノレガルプロード，ブルガリア砂糖，ブルガリア

・タバコ，フツレガリア・ピーJレ・清涼飲料，ヴィンプロ

ム，穀物，濯i慨システム，農機修理，漁業，ロドーバ，
繊維〉であったが，その後乳業，重量化学サーピス，機械

・トラクター・ステーション・侵蝕防止などの且coが生
まれ，さらに且coと同格の連合体たる「科学・生産連

.ペオ

合体J(Hay咽 0・Ilp0H3BO)lCTBeHO OOe)lHHeHHe, HilQ 

と略称〕が設立された。 Hnoとしては，養禽，養豚，
優良種子・画芸材料，飼牛・飼羊，獣医事業などがある。

HOOは農業生産に従事する点では ACTKと共通してい

るが，異なるところは農業に科学技術進歩の成果を導入

するための研究開発・実験的任務をもっている点である。

以上のように創設された国民経済の基本的背単位を表

示すると第8表のとおりになる。

上述のように，農業，工業の双方での経営の大規模統

合により，生産の集中と専門化をおし進めるため， AilK

と且coが同時に創設されたわけであるが，フツレガリア
共産党の強力な指導のもとに事実上は行政・指令的方法

で創設されたAilKの内部においては，その大農業経営

体としての成熟の前に多くの過渡的な宋解決の問題が存

続し，また新たに発生したことはいうまでもない。それ

らについては逐次後の諸項で触れる。

2. Am＜の管理・運営・生産組織

(1) 国民経済管理上のAilKの位置づけ

管理環節としての AilKの位置は，創設の年の1971年

から翌年までは不明確であったが， 1972年閣僚会議布告

第23号〈「農業における経済メカニズムの首尾一貫した

導入について〕」の発効に伴い，農業生産の計画化体制

におけるその位置が明確にされた。創設当初は国家計画

課題は管区（県）人民評議会から直接にAilK構成単位

企業のTK3C，且3Cに下ろされており， AilKの地位は

宙に浮いていたが，布告23号によって閣僚会議→農業食

品工業省→管区人民評議会→AilKの管理経路が確立し

た。計画遂行上の諸基準システムの適用，農産物の買付

機関との契約，農業生産財供給機関との契約についても，

当事者としての AilKの地位が確立した。 ACTKの創設

当時，構成企業たるTK3C，且3Cの経済的・法的自律性

が多くの場合残されたが，その後その自律性が漸次解消

されるにつれて，上記の諸事項において ACTKは単一の

管理策節となるのである。

(2) ACTKの構成と運営（注7)

A口Kの構成員となりうるのは，当該AilKの成立す

る地域（ACTKは地域原則にもとづいて設立され，平均

して各管区＝県に6乃至7成立した〕に所在するTK3C,

且3Cその他の組織で， 農業生産，農産物の加工ならび

に買付，そのほか農業に主として結びついた活動に従事

するものとなっている（AilKの構成員（各企業）の最近

の変化については， 「生産組織」の項で触れることとす

る〉。

構成員の権利は，付）代議員を通じ表決権をもって「総

会」 〈最高議決機関）の事業に参加する，（ロ）A口Kの長

期計画，年次計画の策定と採択， AilKの活動や労働集

r7 



団の物質的・文化的・生活的利害にかかわる規則jや決定

の作成，採択に参加する，付ACTKの所得および諸フォ

ンドの配分に参加し， AnKの提供するサービスや援助

を手リ用する， となっている。

構成員の義務は，（イ）ACTKの目的，課題の達成に協力

する，（ロ，）ADKの規則，諸決定から生ずる義務を遂行す

る，付A口Kの物的技術的基盤の建設と拡大に積極的に

参加し，農業文化の向上，生産物の増加と原価引下げの

ために働く，（ニ.）A口Kの物的技術的基盤の発展のため納

付金等を払う，材、，）ADKとその構成員に対し輸送手段，

機械，資材，労働力をもって，契約ベースで援助を供与

する，付ACTKの全経済活動に関する必要な情報を提供

する，とある。

AnKの資産を構成するのは，回定・流動資産に対す

る所有権，有価証券，銀行預金，商標に対する権利，他

の組織への出資分，債権・債務，などである。資金の源

泉は，構成員の納入金，構成員の年間所得からの控除，

AnKとその専門諸企業の経済活動による所得，その他

である。構成員の納入金や控除の額は ACTKの総会，

TK3Cの総会，且3Cその他国営企業の経営委員会の決

定により定められる。

AnK内に専門企業を組織するときは，構成要員たる

TK3C，且3Cその他の企業は，専門企業のための用地と

回定資産を提供する。 ACTKは余乗，！J固定資産を他の組織

に売却すること，またその逆を行なうことができる。

ATIK内にはつぎのフォンドが設定される。（イ）「拡大・

技術改善フォンド」，（ロ）「社会・生活・文化施策フォンド」

および付「経済刺激支援フォンド」がそれである。（イ）は

拡大再生産用の設備投資，技術改善などのため，わ）は社

会・文化活動・施設のため，付は生産発展への刺激， A

TIKにとり重要な活動の組織，迫力日的褒賞，差額地代要

因の平準化，などのために用いられる。これら諸フォン

ドのための資金の徴集は ATIKの総会で定められた，構

成企業の分配用所得からの一定率の控除， A口K所得か

らの捜除の形をとる。しかしこれらフォンド用資金の徴

集と支出は，経済調整委員会〔国家機関〕の定める規則

に従うこととなっている。

ATIKの経済活動の指導は，国民経済の5カ年計画，

年度計画にもとづいて，計画課題と諸制限に従って行な

われる。 ATIKは義務的計画指標ならびに諸制限を， A

TIK内の自然・経済条件や生産の専門化・協業要請を考

慮しつつ，構成諸企業に配分する。

ATIKは，その域内の労働力の利用と配置を調整し，
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幹部要員の資質向上とか，労働報酬の漸次的平準化など

の施策を行なう。

ATIKならびにその構成企業と，農産物買付機関，農

業用生産財供給機関（関係の且co等〉その他の組織と
の関係は，国民経済5カ年計画ならびに基準諸法規に則

った契約を基礎とする。

ATIKの構成企業間関係（内部関係〉は，互恵平等を

原則とし，相互に提供される原料，資材の評価には国家

買付価格（国家買付価格が存在しないものについては契

約価格〉が適用される。相互に提供されるサービスにつ

いては固定料金，または ATIK総会の定めた料金が適用

される。

ATIKの総所得は構成諸企業の所得により形成される

が，この総所得は労働報酬支払い，租税その他国家の公

課にきiてられ，残余がADKの上述の諸フォンドに配分

される。別表は，フツレガリアの全農業企業に対して共通

・単一のものとして1973年から導入された「所得分配表

式」である。

ATIK各構成企業の労働組織の基本形態は，固定的に特

化したブリガーダ（6p11ra.lla，「生産隊Jと訳しておく）

である。もちろんATIKは別の形態の労働組織を編成す

ることもできる（労働組織については後出の「生産組織』

の項で一括して蝕れることとする）。

労働報酬の支払い方式は， A日K創立当初はATIKのタ

イプによって相互に異なっていた。すなわち，この節の

第1項で触れたように， ATIKには仔）TK3Cのみで構成

されたもの，（ロ）且3Cのみで構成されたもの，村両者の

混成のもの，の三つのタイプがあった。付）の農民（TK3C

員〉，労働者， 技術者，指導的幹部に対する労働報酬は

「TK3Cにおける内部経済計算ならびに労働報酬に関す

る模範規則」にもとづいて支払われた。何）の場合は労働

報酬に関する国定の部門ごとの賃率表その他の基準法規

にしたがって支払われ，付の場合は，構成TK3Cについ

ては付）と同様，構成且3Cについては（口）と同様に支払わ

れ，構成専門企業については付）（ロ）いずれと同様にするか

を当該A口Kの管理評議会〈後出〉が決めることになっ

ていた。しかし「1975年以降は農業に従事するすべての

勤労者に対し単一の賃金・年金計画が適用されるように

なったが注8）。つまり， 農業企業における労働者，協同

組合農民などの区別がなくなったということである。

現行の農業における労働報酬制度は，ソ速のそれと同

様のもので，出来高払い賃金とプレミヤムとを結合した

制度（cti:eJIHO・npeMHaJIHaCHCTeMa）の一種である BKO・



ブルガリア農業における統合過程

指

一一一一 I 1 9 7 4年 ｜ 

一再「？子守！閑アl対？厨1 

1. 総生員長物
2. 物的支出
3. 補助金①
うち， Uイ）国家予算より
（ロ）不作天災経済刺激7オンド〔1i6l1B）より
判経済刺激支援フォンド（l1Bn)より

4. 同家保険機関（且311）からの補償
5. その他の収入と支出（差引額）
6. 総所得（1-2十3+4+5)
7. 労働賃金・報奨フォンド②
うち，（イ）国家社会保障への充当
わ）TK3C員午金7オンド充当

8. 追加的物質刺激フォンド（且MC)
9. 社会生活・文化施策フォンド（C6KM)
10. 国への納付金（ooJJaraHe）充当の純所得
(6ー7-8-9)

11. 和税（且8HもK)

12. 借入金返済
うち，短期信用の年度末返済（pa3nJJaJ.IJ,aHe)

13. 流動資金借入利子
14. 資産保険

15. その他の支払い及び諸プオンド用控除⑤
付）拡大・技術改善フォンド（PTY）④
（ロ）不作天災経済刺激フォンド（H6l1B)
付買付価格調整フォンド（PH日）⑤
ニ）ATIK管理維持費
~経済刺激支援フォンド（l1BTI)⑥

16. 残余（10ー11-12-13ー14-15)
(1）余剰
（口）不足

I I I 

（出所〉 1975年5月にヴェリコ・タノレノヴォ管区のある ATIKで筆者が得た資料による。

（注） ① これの（イ）仲村は農業食品工業省に集中して，必要なところに再分配（無償）される。

② これは 6（総所得〉の田～60%に当たる由である。このなかの判例はTK3C員の農業労働者化に伴い

将来ー本化されるはずである。（イ）は賃金・報奨フォンドの却%，（ロ）は同じく 2o/o前後といわれる。
③ ATIKレベルに集中されるフォンド。

④拡大再生産（拡大投資，装備の質的改善など〉用フォンド。

R ATIK内での経済・自然条件の格差により，同一貫付価格のもたらす不平等の調整ほか。
⑥ ATIK内での差額地代的要因による収益格差等の平準化その他。

P瓜HO・npeMH8JJH8CHCTeMa C noepeMeHHO aeaHcHpaHe 

（出来高・プレミアム報酬の時間給的前払い制度〉であ

る。 「この制度の特徴は，労働報酬の最終的支払い額の

大いさが（年間の）仕事または生産物の全量に応じてあ

らかじめ設定される点にある。仕事の全量の完了または

生産物の受けとり（収穫など〉までの期聞は，生産者に

対し定額の月給支払いがなされる。 （仕事の完了または

生産物の受けとり後〉すでに支払われた額と，生産され

た生産物の評価額に応じて計算された額との差額が，生

産者に支払われる。」（注9）この制度の実施の客観的根拠と

されているのは，生産の集中・専門化の発展に応じて労

働の性格と内容が変化し，たとえば専門化の度合いの高

い生産隊では各隊員の遂行作業の種類が減少する結果，

耕種部門においても賃率表による支払いの可能性が生じ

る，ということである。

前払いされる定額の月給には，もちろん格差づけがな

されている。この格差のつけ方はおよそ3通りある（注10）。

すなわち，④労働の複雑度，重度，所要時間等により定

められた労働等級に応じた格差づけ，＠機械要員〈トラ

クター，コンパイン運転者や機械修理工など）と一般労
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働者との2段階のみの格差づけ，。上記＠の2段階格差

のほか，機械要員への支払いにおけるトラクターの種類

に応じた格差づけ（ただし＠の場合のような労働等級

はない〉， がそれである。第9表は上記をより詳しく説

明したものである。

前払い制労働報酬における格差づけは現段階では必要

と見なされている。⑥の場合にかなりみられるような平

等主義は，労働集団における社会的風土に悪影響をおよ

ぼし，生産活動に対する個人的，集団的な物質的関心の

低下を招き，結果として労働生産性の低下にみちびくも

のだとされている。

ACTKの管理運営はいわゆる民主主義的中央集権また

は民主集中制の原則に立つとされ，管理運営の諸機関は

選挙により選ばれる。それらの機関には， 「総会J, 「管

理評議会J，「執行ビューローJ，そして議長がある。

総会（06凹0Cも6pam1e）は ACTKの最高意志決定機

関とされる。それは各構成企業からの同数の代議員によ

り構成される（代議員の任期は1年，任にたえないとき

はりコールの対象となりうる〉。代議員は各自 1票の表

決権をもって総会の事業に参加する。総会は代議員数の

4分の3以上の出席をもって成立する。総会の決議は出

席者の3分の2以上の賛成をえて成立する。総会の招集

は年2回以上管理評議会により行なわれる〔管理評議会

が招集を拒否する場合には統制評議会または代議員の3

分の1以上の要求によって招集することができる〉。総

会の事業としては15項目がうたわれているが，主要なも

のを挙げれば，付）ACTKの構成と活動に関する規則の採

択と変更，（ロ）構成員（企業〉の加入と除名，判AnKお

よび構成企業の5カ年計画，年度計画の審議と承認，な

らびにその遂行の監督，同AnKの組織構成や生産構造，

指導・行政・事務要員数とそれら要員の労働報酬などの

決定（決定は当該管区＝県人民評議会の承認をうける〉，

同AnK諸フォン］＜用の徴集額の決定，付構成企業の納

入金の額，納入方法・期間の決定，（ト）5カ年計画，年度

計画の策定にかかわる諸指標，諸制限，投資資金などの

承認，例AnKの年次報告，管理評議会の活動の承認，

（リ）AnK議長および管理評議会メンパーの選挙（秘密投

票〕，（ヌ）AnKの他の組織への加入， 合併， それからの

脱退などの決定，同個人副業経営用土地の大きさ等の決

定，（ヲ）労働報酬の支払，諸フォンド，その他に関する諸

規則の採択，などである。

管理評議会（YrrpaBHTeJieHCbBer）はACTKの管理運

営の執行機関で，総会の決定と基準諸法規にしたがって
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第9表前払い時間給（月給）の絡差づけ

（④の場合＝A口K「スリヴニツ 7Jの野菜生産隊の例〉

！ ー十 ｜時間給支払い月｜｜ （レパ〉

1, 2, 3, i 
5, 6, 7 
8, 9, 10 

1-1 • , • n. 12 I可
3, 4, 5 I 0.65 
6, 7, 9, 10 I o. 70 

I 1 , 2, 11, 12 I 0.54 
女）I 3, 4, 5 I o.58 
I 6, 7, 9, 10 I 0.63 

（注） ただし機械要員（トラクター運転〉で IOM3
型トラクターの運転者は1.10レパ， Clll-90型トラ

クターの運転者は0.90レパの時間給を受けとる。

（＠の場合＝ACTK「ボトゥーニャ」の総合機械化生産隊
の例）

機械要員（一律〉｜

一般労働者｛ : I 

（注） 月＝25労働日

給（レバ〉

180 
140 
130 

（⑬の場合＝ポノレディム村A口Kの工業生産従事の生産
l家の例〉

労働の種別 ｜月給（レバ）

(K-700型｜
トラクター運転者｛且T・54，且T・75型 i

lベ号ノレース型 I 
コンパイン運転者 I 
トラ FFー運転交替要員 i 
機械工 ｜ 
燃料係 ｜ 

一般労働者｛； I 

（主主〉 月＝25労働目。

220 
200 
210 
210 

190 
200 
135 
180 
160 

（出所〕 I1KOH0MHK3 Ha ceJICKOTO CT0II3HCTB0, 

No. 1, 1979, crp. 5-7により作成。

AnKを指導する。評議会の任務はい）ACTK構成諸企業

の計画ならびに諸契約（外部の諾且coその他との〉の
遂行，その他AnKの活動に関連する施策や課題の遂行

の指導・統制・調整，伊）AnK活動結果の分析，れACTK

諸企業の労働報酬支払いに関する誇基準や評価などの承

認、同A口Kの5カ年計画や年度計閣の作成とその総

会への提出，体）総会の招集とその日程の作成，村総会の

決定の実施の保証，（ト）各専門分野の主席専門家の任命と

解任，例評議会の活動， AnKの活動結果の総会への定



第 1図 AnKの管理機造（AOK「トリフォン・

サラリエ7Jの例， 1975骨5月）

（出所） このザ理構造図は，ヴェロコ・タノレノヴォ

管区の農村訪問のさし、，築者が行なった聞きとり

調査をもとにしたもの。

（注〉 この時点では， TK3C，且3Cは法的，経済的
白主性をまだ保持していた。構成務企業レベルの

責任者は「長」 Cn.日peKTOp）と呼ばれる。これら
企業は生産種目ごとにセクンョン（y羽 CTもK）に区

分され，各セクション内に数個の生産隊（6p11ra園
江a）が編成されていた。本文で説明jするが，これ
ら構成企業の性格，名称，編成は現存ーでは変更さ
れている。

期的報告，（リ）その他総会の権限事項以外の諸問題に関す

る決定，などである。評議会はその議長により，または

評議会メンパーの3分の l以上の要求により招集され

る。評議会の会議はメンパーの4分の3以上の出席によ

り成立する。評議会には，統制評議会のメンパーならび

に専門家たちが出席できる（ただし表決権なし〕。評議会

の議決は単純多数決による。

執行ピユーロー（Oneparnetto6IOpo）は管理評議会の

メンバーのなかから選ばれる。ピユーローは，絡会およ

び管理評議会の権限事項をのぞき， A口Kの経済活動に

関連する経常的な諸問題を検討し，決定する。

統制評議会は総会によって選出され， ACTKならびに

その責任者たちの活動を監査し，また構成諸企業の統制

機関に対する方法上の指導を行なう。統制評議会の任務，

権利，義務は農業食品工業省令で定められる。

ACTKの議長は，総会，管理評議会，執行ビューロー

の諸決定に立脚してACTKの経常活動を組織・指導・監

督し，それらに対し責任を負い， AOKを代表する。管

理評議会はADK議長を補佐するため，評議会メンバー

中より副議長（複数）を選ぶ。 A日K議長は管理評議会

プルガリア農業における統合過程

の議長を兼ねる。

以上がAnKの指導的諸機関の大要であるが，第1図

はこれを図示したものである。この例は， AnKの構成

がTK3C，且3C混成の場合であるが，他の場合でもおお

むねこれと同様の管理構造になっている。なお，「AOK

暫定規則」には全く触れられていないが， ADKの総会

または管理評議会のメンバーにはAOK内部の各級幹部

のほか，外部の者たち（地域の共産党代表，「祖国戦線J,

「コムソモールJなどの社会団体の代表，など〉も加え

られているようである。これは且coにおりる経営評議

会（CT0Il8HCKHCもBet）と類似している。創設当時にお

いては， AnKは，非農業部門の且co（国営企業連合

体）よりも自主性の度が高かったと言えるが，その総会

または管理評議会のメンパーの上記のような範囲は，運

営原則としての「民主集中制」の性格を示唆するもので

あろう。

(31 AnKの生産組織

A口Kの創設いらい，農業生産における集中と専門化

は， 1960年代に較べていっそう早い速度で進行したこと

は疑いないところであろう。この点に関する詳しい検討

は別の機会にゆずるほかないが，穀物生産ではAOK創

設前の区画地平均面積は40ヘクタールで4万反則以上の

区画地に分散していたのが， 1970年代の半ばにおいては

200～500ヘクタールの大区画地に集中されるようにな

ったといわれる。果樹園やぶどう国もその大半が400～

閃Oヘクタールの区商地に，野菜は1万7（削区画地が260

区画地に集中され区画地平均面積300ヘクタール以上に

拡大されるにいたったといわれる。畜産においても，た

とえば養豚を主とする養豚複合体の建設が進められてお

り，同様に工業的養禽のための養禽複合体や，子牛肥育

複合体の建設も進められているという。生産の集中と専

門化を可能ならしめるための物質的・技術的基盤も逐次

増強されつつあり， 1971～74年間のみで AnK（全国〉

の生産フォンドは28%増加し，農業就業者1人当たりに

して46%の増加であるという（註11)。

ところがこれらの発展に対して， TK3Cや且3Cの存

在の特徴である生産の地域的編成は，農業生産の集中化

と専門化を遅らせ，また新しv、工業技術の導入や生産・

労働・管理の科学的組織化をも遅らせたとされる。つま

り，このような矛盾はADKのいっそうの発展を妨げは

じめるまでになった。ブルガリア農業の社会主義的再建

に歴史的な役割を果たしたTK3Cと且3Cは，農業のい

っそうの発展の制約要因に転化しはじめた，というわ砂
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であるo 1974年12月にブルガリア共産党の第l番記トド

ル・ジフコフは，党政治局あての「歴史的な審備」のな

かで， 「農業の組織および管理の再建が客観的必要事と

なっていること，つまり AilKにおける生産の地域的編

成を部門的編成に改め，その管理も部門別原則にしたが

って行なう必要があること……つまり AilKは自律的採

算単位としての下位部門を擁する単一組織の法的単位と

なり， TK3Cと且3Cの経済的・法的独立性を解消すべ

きJ（注1のことを強調した。 1975年の同党中央委員会2月

総会は，この書簡の内容を実施に移す決議を採択した。

以下筆者が1979年に，ブルガリアの農業の管理メカニ

ズム等に関する専門家（注13）に対し行なった開きとり調査

にもとづいて，この再編成の推移を記しておきたヤ。

AilKの生産組織の地域的編成から部門的編成への再

編は今日まで三つの段階を経ている．まず第1段階とし

て， AilK構成企業の専門企業への再編が1975年末まで

に行なわれた。このためTK3C，月3Cはその名称はもと

より，経済的・法的に自主性をもっ組織としても，生産

の地域編成の枠組＝領域の保有者としても，廃止された。

当然TK3Cの協同組合的所有制も，且3Cの国家的所有

制も名実ともに消滅し，完全にAnK所有に転化した。

TK3C員（または協同組合農民）というカテゴリーはな

くなり， AilKの勤労者の性格は単一の農業労働者また

は勤務員に変更した。 「AnK所有」も工業企業の所有

能Jj（国有〕と事実上変わりないものとなった。

この第1段階ではまだ， TK3C，且3Cが専門企業に再

編されたというても，各作物の栽培区画地は再編・集配

合されず，元のままであった。畜産についても同様であ

った。したがって，たとえば，ある AilK内でのぶどう

栽培が従来は構成TK3C，且3Cそれぞれにおいて平行的

に分散して行なわれていたとすれば，この分散状態のま

まで，このAilK内のlぶどう生産専門企業に属するこ

ととなった。経営がぶどう専門企業に1本化しでも，生

産区画地が分散していることは，生産の管理上，労働力

の配置や管理上，その他の点で不便であることはいうま

でもない。

そこで第2段階として，これら新専門企業にそれぞれ
の特化作物を漸次集中する権利が与えられた。 1976年に

この過程が進行しはじめたが，これにはいくつかの困難

が伴ったことは当然であった。困難としてはたとえば，

つぎのものがあった。収）輸送の問題。専門化・集中化に

よる生産区画地の集中は，労働力と資材の移動に要する

時間とエネノレギーの損失を伴った。なぜなら，労働力は
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従来のTK3C，且3Cの領域（村落〉に居住していたから

である。そのうえトラック等輸送手段そのものがまだ不

足していた。（ロ）社会的諸関係への影響。これは上記仰と

も密接に関係していたが，従来の農民・農村の社会生活

関係がTK3C，且3Cの地域単位と密接に結びついて営ま

れていたため，生産・経営の専門化による部門編成への

切換えはこれになじまなかった。村農学上の問題。生産

区商地を集中することは，同一の作物が土地条件，自然

条件，灘瓶条件等を異にする大区画地に集中されること

を往々にして意味した。とれは作物の病虫害，早魅によ

る被害等の防止の視点からは，リスクを増大させる怖れ

があった。もちろん，このような困難にもかかわらず，

自然的，財政的諸条件にめぐまれたAilKにおいては，

このような生産・経営の専門化，部門編成への切りかえ

が行なわれたところもかなりあった。

いずれにせよ，上記の諸困難その他を考慮に入れて，

第3段階として1976年中に，諸条件に十分めぐまれない
AilKでの専門企業化・部門編成への切りかえが中止さ

れた。そこで進められた中間的な措置は， AilKを「支

部農場J(KJIOHOBO CT0Il3HCTB0），「専門化支部農場」

(cneuuaJIH3Hp3HO KJIOHOBO CTOD3HCTBO）および専門

企業に編成することであった（註14）。これら支部農場と専

門化支部農場は従来のTK3Cおよび且3Cの占めていた

地域を踏襲するものとされた。支部農場は主として穀物

生産に従事し，専門化支部農場は穀物生産と専門化作物

（工芸作物，呆樹，野菜，畜産物など〉の生産とを平行

して行なうものである。この両農場は従来の生産の地域

的編成原則に立ちもどるもので，その意味ではTK3Cと

且3Cの復活を意味すると言えよう。 この第3段階の措

置は，農業生産・経営の工業化路線上の1974年12月のジ

フコフ書簡に示されたアイディアからの一歩後退を意味

し，ブ、ノレガリアの農業における社会的，経済的諸条件，

したがってまた物的・技術的条件がまだ未成熟であるこ

とを意味するであろう。たとえば，物的・技術的側面で

あるが， ACTKごとに，またACTK内部の作目ごとに生

産プロセスの機械化の度合，新技術の導入の度合，また

機械化や新技術導入の総合性の度合が異なっており，ま

た作物の分散（集中度の不足〉が新技術や機械導入の皇室

になっていることもあろう。また，新技術の導入によっ

て増強された農産物加工工業企業の能力に，原料提供者

のAilKの能力が対応しないという問題，農学研究調査

機関の研究開発成果の導入が， AilK側の関連技術基盤

の弱体性のために，その効果的実施を妨げられているケ



ースも少なくないようである。

このような諸困難が，その統一的，総合的解決を目ざ

す全国的な組織的枠組づくりの新たな企図（HAOKの

創設， HAncへのその改編〉を招くととになるのであ

る。

(iU) 拙稿「東ヨーロッパ諸国の『農工業複合体』

・・・J119ページ。

（注2) Ivan Prumov, Bulgar匂n Agrz・culture

Today, Sofia Press, 1976, p. 54. 

（注3) Bulgaria: Information, Documents, 

Commentaries, 13/1977, Sofia Press Agency によ

る。

（注4) Prumov, o；ρ. cit., p. 56. 

（注5) A口K の創設は， 1970年閣僚会議布告第24

号をもって「AOK暫定規則」（模範定款に相当する〉

が公布されたことによって，また且coの創設は同年
の閣僚会議布告第26，第'27号の「国家経済組織」に関す

る規則の公布によって，1971年に行なわれた。なお，「闘

家経済組織」（江古pmaBHOCT0Il3HCK3 opraHH33UHH, 

略称は国家経済連合体と同じ且CO）というのは，（イ）

全間的業種別独占企業体としての且co(67），炉）地方
的性格の経済活動に従事する且co(30），料集中化の
対象になりえない多数の個別国営企業，の総称である。

〈注6〕 Prumov,oρ. cit., pp. 63-65. 

（注7) 別途ことわらないかぎり「AOK暫定規則」

(BpeMeHeH rrpaBHJJHHK Ha ArpapHO・rrpOMHIIIJJeH

KOM!lJJeKC, 3eMH3,/l.日T,Co<!mH, 1970）による。

〈注8) 前出のアジア経済研究所海外客員zコラ・

ヴオノレチヱフ氏による。

（法9) 11KOHOMHK3 Ha ceJJCKOTO CT0Il3HCTBO, 

No. 1, 1979, CTp. 3. 

（注10) Ibid., CTp. 5-7による。

〈注11〕 Prumov, oρ. cit., pp. 67, 68による。

〈注12) Ibid町， pp.69, 70. 

〈注13) 前出 N.Valtchev (H. B'hJJ可eB).

（注14) ブルガリアの統計（たとえば CTaTHCTH・

可ecKHcrrpaso可HHK1979）によると， AOKの経営・

生産の部門編成化の推移は， TK3C，且3Cの数が1973

年のそれぞれ534,144から， 1975年のそれぞれ281,

91へと激減し，それに対応して専門企業数が同じく265

から702へと激増していることで示されているが，1976

年の第3段階（部門編成化の中止または休止〕の事態

は反映されていなし、。すなわち専門企業の数は， 1976

ブルガリア農業における統合過程

年， 1977年にそれぞれ1354,1862へとひきつづき激憎

しているものとして示されているからである。

あとがき

本稿では当初，上記tこ論じた諸事項のほかに，（1)AOK

創設いらい今日までのブルガリア農業の達成水準，（ロ，）A

OKの抱えている経済的・技術的な諸問題，付個人II業

農業の問題，（.：：.）1976年の「全国農工複合体J(HAOK）の

創設から1979年のその「全国農工同盟」（HAnC）への再

編にいたる経緯と問題点，等についてある程度詳しく論

じるつもりであったが，残念ながら今回はそれを果たし

えなかった。ただし付と（斗については別の場で不十分な

がらとりあげているので（注1），それを参照していただき

たい。

なお，プIレガリアでは現在，農業生産の集中と専門化

をいっそう進めるための，生産の地域的配置と農工統合

のより新しい形態との結合に関する研究や実験的試みも

なされつつあるようである。それらについては改めて考

察する機会をえたいと考えている。

（注1) 拙稿「ブルガリア農業における副次的生

産J,（『国際農林業協力』 Vol.2, No. 3 1979年〉；同

「プルガリアの全国農工同盟定款」（『国際農林業協力』

Vol. 2, No. 4 1980年〉。

（アジア経済研究所研究主幹〉
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